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2021年12月9日
2021年度  企画戦略委員会 

１．運営体制
委員長	篠崎幸男（Mitsubishi Corporation do Brasil S.A.）
副委員長	弘中真（Banco Sumitomo Mitsui Brasileiro S.A.）
副委員長	水橋雅弘（Mitsui & Co. (Brasil) S.A.）
副委員長	市川鉄彦→稲村敦志（Sumitomo Corporation do Brasil S.A.）
副委員長	天野義仁、三上智大（KPMG）

２．2021年度活動方針 
· 会議所の基盤体制を強化、運営・発展のための戦略・施策、など中長期の視点に立って会議所のビジョンや方針を作成、その活動状況を常に把握、調整・促進する。

３．中間報告
１）アンケート実施結果 
(8月9日発信。回答数53社 – 日本語 42件、ポルトガル語 11件)
· アンケート対象 = 総会員294社・2名、進出企業190社、地場企業104社。
· 現状、カマラを肯定的に感じている点は、(1)情報発信(51件)、(2)交流・意見交換(26件)。【設問1】
· 将来、カマラに期待する役割としては、多い順に、(1)情報発信(56件)、(2)交流・意見交換(25件)、(3)拠り所 (12件)。【設問2】
· 現状、将来、ともに寄せられた声が一番多かった点は、(1)情報発信、続いて(2)交流・意見交換、であった。

2) 方向感
· カマラに対する会員の期待は、現状・将来、ともに「情報発信」、「交流・意見交換」である。
· 方向感は、～「情報発信」、「交流・意見交換」の役割を維持・継続する～。
· 最終答申に向けて、「情報発信」、「交流・意見交換」の役割を維持・継続してくために、「何を」「どのリソースで」「誰が」「どれだけの頻度で」「どこまで」行うのかを深堀していく。必要に応じ第三者にヒアリングを行う。
· 深堀の過程で、ドラフトをベースに、ステアリングコミティでのディスカッションを通じて意見の集約を図ることとする。
以	上

	相互啓発委員会 2021年度　報告
2021年12月14日
· 委員会メンバー
	委員長：
	南　誠
	三井住友銀行

	副委員長：
	林 秀樹
	住友商事

	副委員長：
	今川 尚彦
	戸田建設

	副委員長：
	小見山 真弥
	東京海上日動火災.

	副委員長：
	関沢 浩一
	日本通運

	副委員長：
	遠藤 智之
	三菱商事



· 2021年度活動実績
· 会員相互の交流促進のため、ゴルフ、及び年末の忘年会を企画・運営。
· 2021年度の当該イベントは、足許の感染状況を考慮し、開催見送り。
· 2022年度に向けて、2月19日(土)、5月22日(日)、8月21日(日)、11月12日(土)のPLゴルフクラブのコンペ日程を確保。

· コロナ禍での活動方針
国内感染状況やワクチン接種の進展等を見極めつつ、皆様の健康と安全を第一に考えながら、交流機会の再開のタイミングを見極め、会員の相互交流機会の提供に努めて参りたい。
· 今後のゴルフ・忘年会の開催判断
· 2022年2月19日のゴルフは「2022年２月の商工会議所の昼食会の開催可否」を元に開催を判断する。
· 2021年末の忘年会：開催は見送り。コロナの状況を見極めつつ、翌年6月頃の懇親会を検討する。
· 忘年会の開催　(2021年の忘年会は自粛し、2022年6月の交流イベントを検討)
· 例年200名超が参加。挨拶や名刺交換、歓談等の交流を深める機会となっている。2020 年は州政府による外出制限規制を踏まえて、開催を自粛。
· 2021年12月現在、サンパウロ州内の感染者抑制やワクチン接種等の進展はみられる一方、新種ウィルス(オミクロン株等)の感染拡大が世界的に不安視されており、引続き予断を許さぬ状況。
· 斯かる状況下、大人数参加型且つソーシャルディスタンスの確保が難しい交流型イベントは、クラスター発生のリスクを排除できず、皆様の安全を鑑み、2021年の忘年会の開催は自粛が妥当と同年9月に判断。その代替としてコロナウィルスの感染状況等を見極めつつ、2022年6月頃に交流会として、交流イベント開催を検討して参りたい。
· ゴルフ開催の判断
· 四半期に一度、50名前後参加され、ゴルフと表彰式、及び飲食を伴う懇親会を開催し、交流を深めて頂く機会となっている。
· コロナ禍でのゴルフと懇親会の開催判断基準は、商工会議所の月例昼食会の開催可否に基づき決定（飲食を伴う交流という類似点あり）。当昼食会の開催見送りに合わせて、202１年2月、5月、8月、11月のゴルフコンペの開催も自粛。
· 次回2022年2月に開催する場合には、直前までコロナの進展状況をウォッチしつつ、感染対策を十分に講じた上で運営を検討することと致したい。
以上




2021年12月14日
２０２１年度　総務委員会活動報告

１．運営体制
委員長　　　佐々木　達哉（ブラジル味の素） 
　　副委員長　　秋山　雄一（南米日本製鉄）
　　副委員長　　山崎　一郎（ブラジル味の素）
　　委員　　　　岡本　武（ブラジル味の素）
[bookmark: _Hlk81294276]安全対策チーム（総務委員会内チーム）
　　　リーダー　　河崎　宏一（三井住友海上ブラジル）
メンバー　　近藤　繁也（ブラジル東京海上）
メンバー　　北村　倫章（SOMPO SEGUROS）

２．2021年度活動方針 
• 会議所全委員会活動の調整。諸活動・行事の推進
• 安全対策に関する活動推進。安全対策セミナー開催
• 必要に応じた会議所定款、ポリシー、内部規定の見直し及び整備
• 他の委員会に属さない事項のフォロー

３．活動報告（赤字追加事項）
[bookmark: _Hlk81294537]１）安全対策セミナー
・6月24日『サンパウロの治安情勢と安全対策・新型コロナウイルス感染症対策』 と題し、安全衛生と医療　衛生の2本立てでセミナーを実施。講師はサンパウロ総領事館仲谷領事、渡邊副領事と原田医務官。
・オンラインで18時～19時半で実施、約130名が参加。後日、講演部分の動画と資料をHPで公開。
・安全対策は新赴任者やご家族を対象に基本事項を中心、医療衛生は関心が高いコロナワクチン関連で実施。
２）定款変更・理事交代に関わる検討 
・昨年の理事選挙で就任された理事およびその他一件書類（新定款、新選挙規則含む）登記を7月に完了。
・理事交代手続きについて、状況を再確認の上、総務委員会会議で方針案を策定。ステコミ、理事会に提案し承認を得た。
・理事補欠会社（3社　JAL, EA, FATOR ASSESSORIA E CONSULTORIA）への説明を行い、理事交代の手続きについてご了解を得た（9月10日）。
・新理事登記に関する状況は以下の通り（10月5日現在）
(1) 前理事の辞任届は対象となる10社全てより受領。
(2) 理事就任承諾書は10社中8社より受領。残り2社は外国人登録の関係で11月以降の見込み。
(3) 辞任届、就任承諾書を受領した8社について9月理事会にて交代報告を行い、議事録登記準備中（登記  
用議事録の総務委員会・顧問弁護士確認完了。会頭、事務局長、顧問弁護士サイン後提出）。
10月15日登記所に提出し、10月29日に登記議事録が受理された（10月28日付登記）。今後は今回の　
議事録の記載方法を踏襲する。
(4) 残り2社の登記時期は外国人登録完了後の時期をふまえ今後判断。
11月に1社より理事就任承諾書受領、12月理事会で報告し、議事録登記を行う。
　 残り1社は外国人登録関連が進まず来年3月頃を予定。
(5) 1社の理事が帰任で交代。辞任届、理事就任承諾書受領済み。12月理事会で報告後、議事録登記
　 を行う。
３）新型コロナ水際対策における日本到着後の待機期間に関する陳情
・日本入国時にワクチン接種者は検疫期間が短縮されるとの情報があり、ブラジルからの帰国者が含まれない場合、同様の措置を陳情するとの9月度理事会報告を受けて陳情書の準備を実施。
・9月27日の日本政府正式発表後に、総領事と打ち合わせを実施。陳情書を作成し、会頭名で総領事宛に提出完了（10月1日）。ブラジルからの帰国・再入国者についてもワクチンパスポート所持を条件に、検疫所長の指定する場所における6日間待機を3日間待機（現在と同条件）にすること、全体の自宅等待機期間14日間を10日間（現在よりも期間を短縮、入国後 10 日目以降に改めて自主的に受けた検査<PCR 検査又は抗原定量検査>の陰性の結果を厚生労働省に届け出た場合、入国後 14 日目以前であっても、自宅等での残余の待機の継続を求めないこと）の2点を要望。
・11月5日、ブラジルから日本への入国について、11月8日より検疫所長の指定する場所での6日間待機が3日間待機に変更（短縮）になった。本件、桑名総領事より村田会頭宛に、商工会議所の迅速な対応で一部の緩和措置につながったというお礼の電話をいただいた。ブラジルのワクチンパスポート承認については、日本大使館がブラジル政府とも協議しながら進めていくとのこと。

　以上


2021年度財務委員会　年間活動報告
１．委員会メンバー 
委員長 　福元 信義 / MUFGバンク(ブラジル) 
副委員長 石川 裕己(*) / 丸紅ブラジル 
副委員長 木阪 明彦 / MUFGバンク(ブラジル) 
	(*)松本智仁帰任により10月より就任

２．活動方針・計画 
1) コロナ禍の影響による更なる会員数の減少も考慮しつつ、より適切な予算策定と健全な財務体質を構築する。 
2) 四半期毎の監事会に参加し、予算執行状況全般の管理及び会議所の財務関連活動に関わるアドバイスを行う。 
3) 監事会の意見を踏まえガバナンスを強化し、堅確な業務基盤を構築する。 
4) 各種補助金制度の有効活用及び資金管理を行う。 
5) 事務局及び他の委員会と連携し、会員増強プログラムの立案・推進を行う。 

３．2021年1月～9月収支主要項目
[image: ]１０月理事会にてご報告した内容

4． これまでの活動状況
· 収支計画進捗フォロー中（含む監事会への出席）
· 補助金制度の調査。今期対象無し（直近はH27年経産省の新興国市場開拓等事業費補助金/ロビイング活動支援事業）
５．今後の注力ポイント
· 事務局との会員数の推移及び会費延滞先への継続フォロー
· コロナ禍の影響を注視しつつも、各部会・委員会の年間活動計画の進捗フォロー。
（昼食会、ブラジル版個人情報保護法、情報発信拡充化など）
· 監事会からの指摘事項を踏まえながら、事務局と共により効果的且つ効率的な会議所活動を進める。
· 来年度の予算策定に向けた準備。
６．年間活動報告
1) 2月4日（木）
監事会にて2020年度の第4四半期決算並びに第4四半期監査結果報告を実施
2) 3月19日（金）
第71回定期総会にて2020年度収支決算報告並びに2021年度収支予算計画案（*）を説明、承認を得る
（*）会員数は減少傾向ながらコロナ禍による会員への経済的影響を考慮し、会費増はインフレ調整分のみに留めた。
　　　一方、事務局のPC総入れ替えやHP改善等の投資は積極的に盛り込んだ結果、2021年度はﾏｲﾅｽ収支での計画。
3) 5月6日（木）
監事会にて2021年度の第1四半期決算並びに第1四半期監査結果報告を実施
4) 8月5日（木）
監事会にて2021年度の第2四半期決算並びに第2四半期監査結果報告を実施
5) 11月11日（木）
   監事会にて2021年度の第3四半期決算並びに第3四半期監査結果報告を実施


以上

2021年12月14日
企業経営委員会
· 委員会メンバー
· 委員長	讃井　慎一（理事・みずほ銀行）
· 副委員長	片山　忠（理事・住友化学）
· 副委員長	鈴木　ワグネル（理事・ホス建設）
· 副委員長	山崎　一郎（味の素）
· 活動概要
· ポルトガル語による月次の労働問題検討会を通じた会員企業の経営全般に関する情報提供に資する活動（旧　企業経営・地場企業推進委員会）
· 日本語による経営に役立つ各種セミナーの開催。日本語による駐在員向けのセミナー開催および情報交換（旧　政策対話委員会・労働WG）
· ポ語セッション（鈴木副委員長）
· 4～11月、法律・現地規制関連トピックでのセミナーを毎月開催。
· 日本語セッション（山崎副委員長）
· 情報交換会3回実施。
· 9月『労働法・労働組合』に関するセミナー（ジルセウ佐藤氏の講演会）開催。

以　上


2021年12月10日
異業種交流委員会　2021年度 活動実績報告

委員長：　　	吉田伸弘　	（ブラジル住友商事）

副委員長：　	山下日彬　	（ヤコン・コンサルタント）
		村田エリカ　	（鈴与ブラジル）
		江口雅之　	（JICA）
		湯原慶　	（ブラジル日本郵船）
		阿部康浩　	（カワサキ・ド・ブラジル）
		市川鉄彦　	（ブラジル住友商事）

顧問（アドバイザー）：	板垣勝秀　（パナメディカル）
長野昌幸　（三井住友海上ブラジル）
石田カズマサ　（三井住友海上ブラジル）
１. 2021年度活動方針

· 異業種交流委員会が発足した当時の趣旨（前身は、中小企業委員会）に立ち返り、日本からの進出企業と日系人企業との交流促進をイメージしつつ、「ブラジル日系人社会」を本年度、そして来年度に続くテーマとして定め、取り組んでいく。

· 具体的には、無理のある交流を企画するのではなく、商工会のマジョリティを占める日本企業会員に「ブラジル日系人社会」について、知識・理解を深めて頂けるよう、様々な分野で活躍されている日系人の方々に講演頂くことを、本年度のイベント活動の骨子とする。

２. 2021年度活動実績報告

· 4月28日　講演　アルベルト乙幡氏　CAMTA（トメアス総合農業協同組合）代表
「日系人コミュニティが貢献するアマゾンのSDGs　-アグロフォレストリー-」
参加者、約100名
要旨：作物と森林樹木との混植により農産物の生産と森林の育成・再生の両立を可能とするアグロフォレストリーの紹介。パラ州トメアス入植（1929年）以降の日系移民が遭遇した数々の苦難と克服（カカオ栽培の失敗、悪性マラリアの蔓延、胡椒栽培の病害による壊滅的打撃等）についてご講演。

· 7月30日　講演　ルイス西森 下院議員
「日伯経済・友好交流の展望　-改めて教えましょう、ブラジルの魅力を-」
参加者約70名
要旨：日系社会によるブラジルの発展への貢献の歩み（日本政府の支援を受けたセラード地域の農業開発。工業、法曹、医療といった知識産業への人材輩出等）。出稼ぎによる日系社会の空洞化への対応（日系団体や進出企業の協力を得て語学・職業研修の充実による若者がブラジルで活躍するための環境の実現）についてご講演。政治情勢や農業行政等についての意見交換。


1. 10月1日　講演　イサオ・ミゾグチ氏（ホンダ・サウスアメリカ顧問）
「アマゾン経済発展＆環境保全両立への日系企業の貢献　-アマゾンの意外な秘話-」
参加者約100名
要旨：アマゾナス地域の森林破壊の歴史、状況。マナウス市発展の歩み（アマゾナス州のゴム採集の集積地として発展）。日本人によるアマゾナス地域への貢献（麻袋用のジュート栽培の成功、アマゾニア産業研究所設立、日伯共同プロジェクトとしてのアルミ事業、鉱山開発事業など）。マナウスフリーゾーンの位置づけ（雇用確保、優遇税制、存在意義）などについてご講演。

1. 12月3日　講演　セイチ岩野氏（REN代表）　
「日系ブラジル人ネットワーク「REN」-人材を育成し、企業を繋げ、次世代を育てる-」
参加者約50名
要旨：日系ブラジル人ネットワーク「REN 」(‘21/2月設立)のミッション、ビジョン、バリュー、並びに、活動の柱としている「人材を育成し（教育）、企業を繋げ（ビジネス）、次世代を育てる（文化）」について、それぞれの詳細な活動内容を紹介。今後、日系アイデンティティへの理解、ブラジル全国への拡大、他国への展開、社会的・環境的な価値創造などに注力される旨ご講演。

以上



2021年12月14日
日伯法律委員会2021年度活動実績報告
日伯法律委員会　
委員長　岩尾　玄
1.委員会メンバー
　　委員長   ： 岩尾　玄  （SOMPO）
副委員長 ： 西口 阿弥  （EY）
副委員長 ： Antenor Minto  （Deloitte）
副委員長 ： 清水 マサオ ワルテル  （KPMG）
副委員長 ： Rafael Mantovani　　（丸紅）
副委員長 ： 田村　亮　　（SOMPO）
副委員長 ： Augusto Vaz　　（SOMPO） 　

2.日伯法律委員会組織、21年度活動方針
　1）委員会内WGとして課税・通関WG（天野　義仁WG長）を設置
　2）21年度活動方針
　税法を中心に、複雑かつ頻繁に変更されるブラジル法制を把握・分析し、会員企業への情報提供を通じて、各社の法務・税務リスクへの対応に寄与する。特に昨年度より課税・通関WGが本委員会所属となったことを踏まえ、より会員企業のニーズを踏まえた活動を行う。また、昨年9月に施行を開始した（一部未施行）の個人情報保護法対応にも寄与していく
3.活動計画
１） 毎月一回、会員企業から参加者を募り、日伯法律委員会を開催する。
    委員会においては、あらかじめテーマを定め、専門家による講義の後、意見交換を行う。テーマの選定は、各種税制・税務問題を中心に、コンプライアンス関連規制、M&Aにあたっての留意点、会社設立や倒産法等の企業法制、外為規制、貿易管理制度、労働法、年金制度改革等、各社のニーズを踏まえて行う。
第2木曜日（16:00～18:00）を予定。
2） 必要に応じて、特定テーマに絞った少人数参加のワーキンググループを設置する。
3） 日伯法律委員会及びコンサルタント部会共催による税制変更セミナーを年二回開催する。また、他委員会や他部会とも連携して、日本語によるセミナーや研究会の実施も行う。



■21年度活動実績
・21年6月から月次定例会（ポルトガル語）をオンライン形式で再開
　　専門家（会計事務所、弁護士事務所）による税務問題、ESG等について説明、その後、参加
　　者による意見交換を実施（各回　約2時間）
　　6月～11月までに6回開催し、参加人数は延べで370名超
　　下半期も月次定例会を継続予定。開催方式についてはオンライン形式のメリットもあるため今後、検討していくこととする。
　・課税・通関WGによりオンライン形式で日本語によるセミナーを6回（4月～7月）実施
　　参加者は合計で600名を超えており、好評。
　　※WGのオンライン会合を2回（2月、8月）に実施

[image: ]

上記以外に在ブラジル日本大使館主催のブラジル国会議員等と税務問題について意見交換会に課税・通関WGの活動の一環として参加

 [image: ]
以上
（3） 

日伯経済交流促進委員会2021年度活動報告

1. 活動方針
0. 日伯経済関係の更なる強化を促す両国政府・民間の各種取組みを支援
0. 在伯日本企業の代表として、ブラジルに於ける日伯両国間の更なる経済交流促進（特に日本メルコスールEPA関連）の継続的支援。
0. 日本企業のブラジルへの投資促進、及び会員企業によるブラジルでの企業経営に於いて発生する問題解決を支援する為、規制改善含むビジネス環境改善に向けた政策対話を促進。

1. 活動報告
1. 第23回日伯経済合同委員会への取組み支援
· 第23回会合は11月9日、10日オンライン形式で開催。日本側から約170名、伯側から約40名が参加。日本メルコスールEPAの推進セッションで登壇した村田会頭の他、4名の在伯企業代表者が登壇。
· EPAセッションのプレゼン資料作成は当委員会・EPAタスクフォースで担当。アンケートを実施し、カマラ参加企業の声を吸い上げ資料に反映。会議では、経団連とCNI連盟で日本メルコスールEPA実現に向けた共同声明を採択。両国政府に提示予定。

1. ビジネス・外国投資環境整備に向けた取組み
· 第14回日伯貿易投資促進・産業協力合同委員会が6月16日にオンライン形式で開催される予定であったが、前日に伯側事情により延期となった。現時点では新しい開催時期は未定。経団連より、日本メルコスールEPAの早期締結、新型コロナの早期収束と企業に対する支援、ブラジルに於ける行政・立法・司法制度・運用の改善(知的財産制度の改善、僻地優遇税制度の見直し、州税の未還付税クレジットの解消、労働法制の見直し等)を求める予定であった。
· 第10回日伯賢人会議オンライン形式で開催。環境、気候変動、カーボン・ニュートラル等をキーワードとし、持続可能な将来に向けた日伯間協力につき議論。会議の結果は、経済合同委員会の場で報告された。


　　　　2021年12月13日
イノベーション・中小企業委員会


イノベーション・中小企業委員会 活動報告

Ⅰ．委員会メンバー
委員長　原　宏（ジェトロ） 
副委員長  江口雅之 (JICA)　 
副委員長　加藤将樹（メタルワン・ド・ブラジル） 
副委員長　水谷浩之（ブラジル三菱電機） 

Ⅱ．2021年度活動方針 
１．イノベーション：ブラジルにおけるイノベーションの主な担い手、スタートアップ企業の動きを把握し、会員企業のイノベーション、新たな「技術」や「手法」の導入に資する活動に取り組む。 
２．中小企業：日本の中堅中小企業のブラジルでの事業展開ニーズ、ブラジルの市場ニーズを把握、あるいは喚起しながら日伯間のビジネス拡大・多様化に資する活動に取り組む。 

Ⅲ．具体的な活動
１．イノベーションに関するアンケート調査実施
　　3月　パンデミックによるビジネス環境変化を踏まえた関心事項等にかかるアンケートを会員向けに実施　　
２．委員会の開催
5月25日　イノベーション研究会共同幹事と共にアンケート結果を踏まえた活動方針を確認
３．オンラインセミナーの実施
6月11日　INSIGHT-スタートアップとの協業について 
　　　　　　　　　　　　KPMG　Thammy Marcato氏 
8月26日　ブラジルのイノベーション市場や特徴、最近の傾向 
　　　　　　　　　　　　Distrito 　Gustavo Araujo氏 
    12月7日　ブラジルでのオープンイノベーションにかかる法的側面
TozziniFreire Advogados　 Victor Fonseca氏


以上


2021年12月13日
日本ブラジル商工会議所/2021年度事務局担当委員会活動実績報告書
事務局担当委員会
掲題に関して、当委員会の今年度の活動実績並びに今後の方針につきご報告申し上げます。
1．本委員会設立の目的
· 事務局の今後の在り方を定義し、事務局の透明性を高めるとともに人員の確保、組織の効率化を含めサスティナブルな運営が出来るよう支援し、会議所の発展に貢献していくこと。

2．具体的活動状況
· 5月に委員会キックオフミーティングを実施（村田会頭、平田事務局長、委員会メンバー）
· 5月‐6月の間、3回に分け、事務局現状に関しての平田事務局長インタビューを実施（平田事務局長、委員会メンバー）
· 8月‐9月に事務局スタッフを対象に業務内容に関するアンケートを実施。
· 9月に事務局スタッフと委員会メンバー間の個人面談を実施。
· 10月下旬、各委員会・部会を対象に事務局との現状の関係性や役割期待に関するアンケートを実施。（11月中旬締切）
· 12月上旬、商工会議所会員各位に対してアンケートを実施。（12月中旬締切）


3.　今後の活動方針
· 下記項目を中心に関係者間のクラリ、協議を継続し、当委員会の位置付けを確立、事務局との協調により、会議所運営に貢献することを目指す。
· 事務局現状に関する理解の深化。
· 事務局ポリシー（含む、諸規定）の見直し、必要に応じた修正
· 事務局業務内容の把握とタイプ別分類等の整理
· 各委員会等の活動単位と事務局の（穏やかな）仕切りの整理
· 上記を勘案した上での事務局委員会スコープ定義付
· ある程度纏まった時点で、会頭、理事会への提言を含む報告を行いたい。


以上


部会長・シンポフォーラム委員会活動報告

委員会メンバー
委員長　　森谷　伸晃（東京海上）
副委員長　山田　佳宏（三菱重工）
副委員長　古木　勇生（ジェトロ）


各部会の1－6月期活動総括として、2021年上期振り返り及び下期展望をコロナ禍Web形式で各部会よりご発表。
・各部会の親和性を考慮し、8月下旬から9月末以下の組合せで実施（各部会30分1日計1時間　計5回）中。
・「金融・コンサルタント」「機械金属・自動車」「運輸・貿易」「化学品・食品」「生活産業・電気情報通信」
・1日当たり1時間Web形式の気軽さもあり、各会100名程度の参加者あり。
また、10月から12月は、同様にフォーラム形式で以下企画中。
「電気情報通信部会主催ブラジル５Gの進展」「JETRO主催アルゼンチン経済概況セミナー」「新聞社等メディア主催ポストコロナの見立て」



2021年12月9日
環境委員会
21年 活動実績報告（環境委員会）
1. 体制（敬称略）
委員長	：秋山雄一（南米日本製鉄）
副委員長	：岡田俊郎（コマツ・ブラジル）
副委員長	：藤本敦　 （ホンダサウスアメリカ）
副委員長	：小郷剛広（デンソー・ド・ブラジル）

1. 21年 活動方針（21年1月策定）
[bookmark: _Hlk62128196]地球温暖化対策、循環型社会の構築、自然環境保全等の地球規模の課題解決への取り組み並びに日本政府の2050年までのカーボンニュートラルの方針等を踏まえた活動として、商工会議所メンバー企業による日本およびブラジル社会の持続的成長（SDGs）に向けた貢献をサポートすべく、商工会議所の機能・ネットワークを最大限活用した環境意識の向上、具体的な行動の喚起、日伯の一層の関係強化を図る。

1. 21年 活動計画（21年1月策定）
1. コロナ禍により屋外活動やイベントの開催が困難な中、WEBセミナーなど各種勉強会・講演を通じ、地球温暖化・気候変動・自然保護などの各種環境問題・課題や各国・地域・企業等による目標・対策事例への理解を深め、商工会議所メンバー企業の環境問題に対する意識の向上を図るとともに、日本企業の知見・技術力の活用や貢献の機会を模索。
1. 屋外活動・イベントの開催が可能となった場合には、補植（植樹）事業、環境活動に積極的に取組んでいる企業・団体の先進事例の視察等を実施。

1. 活動実績
コロナ禍での活動制約が続く中、COP26をはじめ世界的な脱炭素化に向けた動きの加速やSDGs・ESGに対する会員企業の関心の高まりを踏まえ、それらをテーマにしたセミナーを以下の通り開催。
1. 第一回SDGsセミナー（2月26日）
· SDGsとは／ブラジル事務所でのSDGsの取り組み（民連事業紹介）（JICAブラジル事務所）
· ブラジルでのSDGsの動向及びESGへの取組事例（コンサル部会）
1. 第二回SDGsセミナー（6月17日）
· ブラジルにおける気候変動・環境保全分野の取組み（JICAブラジル事務所）
· ブラジル政府によるESGの動向update、ESG Tech、及び各ブラジル企業の森林保護へのESG取組例（KPMGブラジル）
1. 第三回SDGsセミナー（12月7日）
· SDGs/ESG、COP26、カーボンニュートラル、再生可能エネルギー、サプライチェーン・マネジメント、人権問題（Deloitte）
· アマゾン荒廃地活用のためのアグロフォレスタリー推進（JICAブラジル事務所・オリエンタルコンサルタンツ）
以上



渉外広報委員会
委員会メンバー   委員長        ：長野　昌幸　　（三井住友海上ブラジル）　
　　　　　　　　副委員長   ：田辺　靖　 　　（NECラテンアメリカ）　　　  
         　　                    ：井上　博司 　　（UBIK）　　　
　　         　　　　　        ：山田　一城　　（トヨタ）  →交代予定：広佐古　博之（トヨタ）
　　　　　　　　委員　　　：石田　和正　　（三井住友海上ブラジル）　　　
　　　　　　　　　　　　  　                 　
                         
1. 2021年度活動方針
　○商工会議所の更なる発展に寄与する為、認知度・ブランドイメージの向上と相互コミュニケーションの充実を図る。
　　
　○会員企業の利益となる情報発信や相互コミュニケーションツール(SNS等)の検討又、導入に向けた活動を行う。
　
2. 2021年度活動状況
○2021年6月、懸案の商工会議所ウェブサイトの刷新を実現。
但し、幾つかの問題点（システム・バグ、データ移管の不足）が確認され、委託業者、商工会議所
事務局と共に修正努力を継続中。
　早期の解決を図るべく、現委託業者と連携し、ウェブサイト移行プロジェクトを完遂させられる業者を新たに選定することを決定。現時点で候補者2名との面談を実施済であり、今後選定に向けた協議を進めていく。

○SNSを活用した商工会議所の情報発信インフラ作りについて協議を実施。具体的なアイデアを概ね
固めている。ウェブサイト刷新プロジェクト完遂の目途が立ち次第、これらのアイデアについて、
取組の検討・協議を進め、適時に理事会に提案する予定。
〇コロナ対策に関する取材プロジェクト（サンパウロ日伯援護協会・ニッケイ新聞社を支援）を推進。部会長シンポフォーラム委員会及び各部会に協力を頂いた（以下のとおり）。

	企業名（敬称略）

	イグアスコーヒー様

	味の素様

	伊藤忠商事様

	 三井化学様

	 トヨタ自動車様



○2021年11月、商工会議所ウェブサイト刷新の完結させるため、追加のシステムエンジニア
　　（松浦氏）を採用。既存エンジニアとの２名態勢でバグの修正を進めている。
以　上
２０２１年１２月１３日
日伯交流・地場企業推進委員会活動計画

委員長		：	鈴木　ワグネル	（ホス建設）
副委員長	：	藤代　泰輔		（日本通運）
副委員長	：	ササキ　リカルド	（味の素）
副委員長	：	ミハラ　セイジ　フェルナンド	（Stüssi-Neves Advogados）

活動方針
· ブラジル日系社会への貢献及び連携に関する施策の企画・立案・実行並びに日伯間の文化・教育・スポーツ等を通じた交流に資する事項。
· 各日系諸団体との積極的な意見交換・情報交換を通じて、ビジネス環境の改善や相互交流に貢献する。
· 日伯間の文化・テクノロジー・ビジネスの拠点として設立されたジャパンハウスの運営に関わる協力。
· 会員地場企業の積極的な参加を促すイベント実施や、新規地場企業会員獲得のための施策策定及び実施及び進出企業と地場企業の交流促進。
· ２０２１年４月の組織改変により、日伯交流と地場企業推進が合併した。

活動計画
· 年に数度、地場企業会員との会食（昼食会、夕食会）を実施する。
· 主目的は会員増加を目指すため。
· 地場企業会員が情報交換ができる場を創造し積極参加を促す。
· 日系コロニア団体と相互の利益を目的とした企画を創出する。
· 会員地場企業に情報提供できる活動（講演会、セミナー、他、例―生産性向上、基礎教育、日本文化、等）を実施する。
· ブラジル他地域の日系商工会議所との情報交換及び連携。
· 会頭の日系社会関連活動を補佐する。
· ジャパンハウス運営委員（会頭）の補佐。
· 他日系団体行事参加の補佐。
· 日本からの進出団体との連携に参加する。
委員会活動報告
講演会
外務省研修生OB会のWEB講演会を後援した。
講師		小松ブラジル社の岡田俊郎代表
テーマ	「これからの10年に向けた小松の企業ビジョン」






２０２１年度　部会　中間活動報告
（年９月１７日常任理事会配布資料）

1.   運輸サービス部会
2.   化学品部会
3.   機械金属部会
4.   自動車部会
5.   金融部会
6.   コンサルタント部会
7.   食品部会
8.　  電機・情報通信部会
9.  生活産業部会（建設不動産・繊維）
10.  貿易部会


 








20２１年 １２ 月１３ 日
運輸サービス部会
20２１年度　運輸サービス部会活動中間報告書
2021年　メンバー
部会長　：　藤代　泰輔（ブラジル日本通運）
副部会長：　大胡　俊武（ＭＯＬブラジル）
副部会長：  日根　克己（Ｈ.Ｉ.Ｓ.ブラジル）

2021年度　運輸サービス部会活動方針
1.	会議所基本方針に沿って、会員にとって有益な運輸・サービスの情報、機会を提供する
2.	会員相互の情報交換を活発化
2021年度　活動計画
1.	商工会議所活動への積極的な参加
2.	運輸・サービス部会に関する部内外への情報提供

2021年度　活動報告
8月10日（火）第一回運輸サービス部会開催　参加：21名
		議事内容：	2021年度部会長フォーラム開催説明
運輸サービス部会発表内容（業界、発表者）決定
業界動向の説明
8月13日（金）山田大使会議所表敬　意見交換会に参加
8月26日（木）第二回運輸サービス部会開催　参加：12名
		議事内容：	2021年度部会長フォーラム発表内容案内
				質疑応答
9月01日（水）第3回部会長フォーラム発表
＊北東部港湾公社セミナー開催に向けての準備（実施時期未定）　　　　　　　　　以上
2021.09.17
	2021.12.14（追記）
化学品部会

2021年度　化学品部会活動報告（通年）

期中でメンバーの交代
	部会長
	Mitsui Chemical do Brasil
	渡辺　弘樹

	副部会長
	Toyo Ink Brasil
	亀岡　功良

	副部会長
	Nagase do Brasil
	和久津　道夫

	副部会長
	Sumitomo Chemical do Brasil
	片山　忠



活動報告
1. 会員間の知見の共有などにより、協力体制強化
0. 会員相互の情報交換を活発にするための環境づくり
・定例の化学品部会をオンラインで3月11日、8月6日に実施
・3月11日のテーマ
2020年の回顧、2021年の展望に関してアンケートを実施、特にコロナ対策に関して情報共有
・8月6日のテーマ
2021年上期（1～6月）の回顧と下期（7～12月）の展望に関してアンケートを実施、特にビジネスの環境に関して情報共有
0. 親睦ゴルフコンペの開催
　1月24日、8月21日に実施（プレーと簡単な表彰式のみ）
0. 会員帰任時の送別会などの開催
   　コロナの影響で開催できず
1. 異業種との交流を通じて、課題の共有・情報の収集
1. 商工会議所の各種行事（フォーラム、定例昼食会、勉強会など）への参加
・9月8日：第4回フォーラムにて化学品部会より発表
　内容：2021年度上期の振り返り並びに今後の展望、印刷インキ市場から見るパッケージ市場動向
・その他各部会のフォーラムにも参加
1. 各種セミナーへの参加
・随時、各種セミナーへ参加
1. 今後の活動に関し
2. 懇親ゴルフコンペ：10月16日に開催実施（プレーと簡単な表彰式）
2. 忘年会：12月2日にオンラインで実施
2. 2022年度役員の立候補を募集中（立候補がいない場合は輪番にて役員選出）

以上

2021年2月10日2021年度活動実績(12月14日)
【9月24日中間報告と同じ】




機械金属部会　2021年度活動方針


1．運営体制

	部会長：　
	山田　佳宏　(Mitsubishi Indústrias Pesadas do Brasil)

	副部会長：
	加藤　将樹　(Metal One do BRASIL)
平野　智章 （KYOCERA do BRASIL）



2．活動方針

(1)会議所の基本方針に則り、部会メンバー間の情報交換の推進と共通の課題に対して解決に向け取り組む。

(2)下記活動並びに懇親会等を通じて会員相互の啓発と親睦を図る。


3．活動計画

(1)以下を主要議題として、年2回の部会開催
・会員企業各社の状況報告と今後の展望等について
・共通の課題・問題点等についての意見交換並びに協議

(2)官民合同会議や政府・大使館・領事館及び商工会議所活動への積極的参加と対応

(3)必要に応じて緊急部会や分科会の開催、他業種部会との意見・情報交換等の実施

(4)会員企業相互の親睦を図るべく、新型コロナ感染状況を踏まえたゴルフ会の開催

以　上
【オンライン部会】3月4日、7月29日開催
【ゴルフ会】コロナの状況を踏まえ、見合わせ中




2021/12/1

ブラジル日本商工会議所　自動車部会　2021年活動報告

１．運営体制
　　　   部会長：　　ロベルト　アキヤマ （Honda South America Ltda.）
　　　 副部会長：	　セルソ シモムラ （Toyota do Brasil Ltda.）
                 小郷剛広(おごうたけひろ) （Denso do Brasil Ltda.）　
　　　 部会員数：　主登録　27社、サブ登録　53社、  計　80社 (21年11月時点)
２．活動方針
　　　	ブラジルに進出している日系自動車関連企業間での密接な情報交換を通じて
	　　・　相互の理解の促進と親睦を深める
	　　・　会社各社が抱える様々な問題の解決に向けた支援をする
３．活動内容
1 　定期的に部会を開催し、会員各社内で、以下情報・問題を共有する
・　会員企業の状況と今後の展望
・　ブラジル政治経済の状況や自動車業界全体の動向
・　会員企業が直面している問題
②　会員企業間での良好な関係を促進するため、親睦会を実施する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４．活動実績報告
	①部会定期開催
・　8月24日　2021年上期レビューと下半展望、業種別シンポジウムの報告内容の確認
　
➁業種別シンポジウム報告
・　8月27日　2021年上期レビューと下半展望、部会個別テーマ（足元課題、長期テーマ： ROTA2030, カーボンニュートラル・電動化、EPAなど）

以上
　　    

2021年12月8日

2021年度 金融部会 活動報告

1. 2021年度金融部会運営体制
部会長：　讃井慎一 (Banco Mizuho do Brasil S.A.)
副部会長： 三宅誠一郎 (Mitsui Sumitomo Seguros S.A.)
副部会長： 竹尾大助 (Banco Mizuho do Brasil S.A.)

2. 2021年度金融部会活動方針概要 （2021年2月策定）
a. 2021 年下期の業種別部会長シンポジウムにおける報告（上期シンポジウムは中止、下期は現状開催予定）
i. マクロ経済概要
ii. 銀行業界動向
iii. 保険業界動向
b. 勉強会、外部スピーカー招聘 等の企画・実行
c. 金融部会情報交換・懇親会

3. 2021年度活動報告
a. 金融部会懇談会の開催　（2月5日）
b. CAMRAホームページに、資料「2020年下期の回顧と2021年の展望」を掲載（4月13日）
c. 2021年部会長フォーラムにおける「2021年上期の回顧と2021年下期の展望」の発表（8月25日）
⇒ 当初活動方針に上げていた勉強会、情報交換・懇親会等については、COVID-19影響により開催見送り。
以 上






コンサルタント部会　2021年活動報告書

1． 組織
・部会長		：笹澤誠一（EY）
・副部会長	：天野義仁（KPMG）
			：柏　健吾（CESCON BARRIEL）
			：西口阿弥（EY）

2． 2021年度活動方針
（1） メンバー間でブラジルにおけるビジネス動向等の意見交換を通じながら、ブラジルにおけるビジネスの発展につながるような情報を共有する。また、シンポジウムやフォーラムが開催される前にはカマラ会員全体へ有益な情報発信できるよう部会員での情報交換を行う。
（2） オンラインでの活動が主流となってきている中で、 他の部会、委員会、WG等と協力し、オンラインセミナー等へ積極的に関与する。
（3） 部会メンバーの親睦を深めるべく、懇親会等を行う。

3． 2021年度活動計画
（1） 会員企業に有益な情報を提供できるように委員会等が主催するセミナー等にスピーカーとして参加する。
（2） コンサルタント部会として参加するセミナー等のイベント時に直近のビジネス動向等についての意見交換を行う。
（3） 必要に応じて臨時の会合を行う。

４，2021年活動実績
（１）コンサルタント部会懇談会
	・2021年2月10日
	・2021年6月22日
	・2021年8月19日
（２）JETRO主催の報告会への参加
・第9回（2月10日）：『ブラジルにおけるサイバーリスクの現状とリモートワーク環境下におけるサイバーリスク』：安岡氏（Deloitte）
・第10回（3月17日）：『2020年度決算発表からみる新型コロナウイルス（COVID-19）の影響 』：吉田氏（KPMG）
・第11回（3月24日）：『Agenda 2021：アンケート結果からみる2021年のブラジル企業動向』：池谷氏、安岡氏（Deloitte）
・第12回（4月14日）：『2020年度決算発表からみる新型コロナウイルス（COVID-19）の影響 　その２』：吉田氏（KPMG）
・ジェトロ・オンラインセミナー（10月28日）；『地域物流拠点としてのウルグアイ』；JETRO共催
（３）環境委員会主催のESGsセミナーへの参加
	・第1回SDGsセミナー（2月26日）：KPMG
・第2回SDGsセミナー（6月17日）：KPMG
・第3回SDGsセミナー（12月7日）；Deloitte
（４）課税・通関WGのオンラインセミナーへの参加

2021年12月14日
２０２１年度　食品部会中間活動報告
１．運営体制
部会長　　　佐々木　達哉（ブラジル味の素） 
　　副部会長　　尾崎　英之（キッコーマン・ブラジル）
　　副部会長　　岡本　武（ブラジル味の素）
　　　　　　　　
２．活動方針
・部会メンバー相互の親睦を深め、有益な情報収集や共有を図る。
・部会メンバーの関心事項や共通課題に対する取組、企画の実施。

３．具体的活動計画
　　１）定例食品部会の開催（含む懇親会・情報交換会）。
　　　　COVID-19の影響およびそれに伴う部会各社の状況を考慮し、食品部会の実施回数、時期および開催方式（オンライン形式等）を決定する。
　２）業種別部会長シンポジウムへの対応については、商工会議所の方針を踏まえ、部会としての取りまとめ、発表を検討。
　３）部会メンバーの関心事項や共通課題を取り上げての情報交換、勉強会、工場見学イベント等の企画。 	1）の活動と同様にCOVID-19の影響およびそれに伴う部会各社の状況および要望を考慮し、実施内容を検討する。
　　４）対話等の機会を通じて、伯側に事業環境改善の為の提案の継続。

４．活動報告（赤字追加事項）
2月　定例食品部会開催（資料提出のみ含め12社、大使館、領事館からの参加者を入れ18名参加）。
　　　　　・COVID-19の影響もあり、オンラインで開催
・20年度の食品部会活動報告を実施した後、21年度食品部会活動方針案の確認と承認を実施。
　　　　　・各社より20年度の振り返りと21年度の展望の報告を実施。
6月　2021年度第1回中南米地域連絡協議会参加（各社の判断に応じて参加）。
  　8月  定例食品部会開催（資料提出のみ含め14社、大使館、領事館からの参加者を入れ21名参加）。
・オンラインで開催
・各社より上期の市場動向と状況およびウィズ・ポストコロナでの展望について報告。
9月  部会フォーラム発表（8日）。
     JETROとの打ち合わせ（23日）
　　　・食品及び関連業界におけるブラジル特有の課題（規制等）について
　　　・部会メンバーへのアンケート調査を実施しそれを基に打ち合わせ（部会長・副部会長参加）
　　　・アンケートまとめと当日議事メモを、部会メンバーおよび大使館・領事館とも共有

以　上


2021年12月14日
電機・情報通信部会 2021年度 活動実績報告
1. 組織
部会長　：　田辺　靖　　　（ＮＥＣ）
副部会長：　安江　威　　　（ＥＰＳＯＮ）
副部会長：　磯崎　譲　　　（パナソニック）　
副部会長：　水谷　浩之　　（三菱電機）
副部会長：　水守　信介　　（ＮＴＴ）
1. 2021年活動方針
· 会議所の基本方針に則り、部会メンバー間の情報交換の推進と共通の課題に対して
衆知を集めて解決にあたる。
· 上記活動を通じて会員相互の啓発と親睦を図る。

1. 2021年活動計画
1. 政治経済動向に関連しての各社アンケート調査の実施と部会開催。
1. 必要に応じての各分科会の実施。
1. 官民合同会議や政府・大使館・領事館案件に対する積極的対応。
1. 政策変化への迅速な対応を図るための臨時会議の実施。

1. 中間活動報告
1） ２月１８日　部会長／副部会長会合実施
年度活動方針／計画の作成、ＮＴＴ（水守信介様）の副部会長就任
2） ８月１３日　山田大使会議所表敬　意見交換会に参加
3） ９月２４日　部会フォーラムにて発表
4） １０月２６日　ＩＣＴセミナー実施
いま求められるサイバーリスクマネージメント、
Robot Process Automation入門
5Gで実現するビジネスイノベーション
5） １１月９日　日伯経済合同委員会にて発表
Digital Infrastructure empowering Transformation
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上


2021年12月13日
生活産業部会
2021年度活動実施報告
主要部会メンバー
部会長　　　今川　尚彦　　　（戸田建設）
副部会長　　大島　一仁　　　（クラシキ）
→帰任により交代　 川頭 義人（クラシキ）
副部会長　　大滝　守　　　　（HOSS建設）

活動方針
1. 会議所会員並びに関連業界（建設・不動産、繊維）への有用な情報の発信
2. 会員相互の結束強化
3. 異業種との情報交換、連携を図る

活動計画の実施状況
1． 部会開催ならびに業種別部会長シンポジウム、フォーラム等における発表→9月24日フォーラム発表
2． 必要に応じて分科会の実施　→8月24日部会開催済
3． 勉強会および情報交換会の実施→昼食会未実施（コロナ前まで定期開催）
4． 懇親ゴルフコンペの実施（コロナパンデミックの終息後）→未実施

　　　　以上


2021年12月10日
2021年度　貿易部会　活動報告
１．部会メンバー
部会長　　秋葉 浩　　　伊藤忠ブラジル
副部会長　古木　勇生　ジェトロサンパウロ
副部会長　有村　俊一　島津製作所
副部会長　市川　鉄彦　ブラジル住友商事　(交代→12/1　稲村　敦志　ブラジル住友商事)
２．年度方針
· ブラジルの貿易動向と課題を把握し、その内容・将来見通しについての考えを本商工会議所会員と共有する。
· 他部会及び関連団体とも交流を深め、ブラジルとの貿易促進上の課題を当局へ提言することを目指す。
· JAPAN HOUSE、日伯経済合同委員会及び新聞特集記事等の機会を捉えて、日本・ブラジル双方への広報・宣伝活動を検討する。
３．活動計画
· コロナ禍でのwebを活用したフォーラム等、本商工会議所活動の新たな形に対応した情報発信を行う。　左記活動に資する為、部会会員間での意見交換・情報共有を工夫・活性化する。
4. 活動報告 
· 8月13日(金)、山田在ブラジル大使及び桑名サンパウロ総領事他の会議所表敬訪問の際に懇談会出席の機会を得て、現状報告や要望事項を発言させて戴いた。
· 9月1日(水)、本年度第3回部会フォーラムにおいてプレゼンテーションを実施した。「2021年度上半期の振り返り並びに今後の展望」と題し、新型コロナ感染からの経済回復基調の中で上半期の貿易額及び収支の好調な進捗の一方で、下期以降を展望するに当たり様々な懸念点や注目点について問題提起をさせて戴いた。
· 日伯援護協会とニッケイ新聞社が協力する、「在ブラジル日本企業のコロナ禍における感染予防対策等の様子を連載記事として情報発信する事業」が、外務省による在外団体を支援する事業の一環としてサンパウロ総領事館等も協力され実施される旨で、取材先の一つとして本件に協力した。
以上




21
image3.emf
日時 参加者

2021/2/24

【国会議員】

- DAVID BEZERRA RIBEIRO SOARES 下院議員

- AGUINALDO VELLOSO BORGES RIBEIRO 下院議員

【在ブラジル日本国大使館】

- 山田彰大使

- 中野大輔経済公使

- 柴村衣香政務班長

- 中島良太書記官

【商工会議所】

- 村田俊典 会頭

- 長島公一 日伯法律委員長

- 吉田幸司 課税・通関ワーキンググループ長

- Valter Shimidu 日伯法律副委員長

2021/3/17

【国会議員】

- ルイス・ニシモリ下院議員

- キム・カタギリ下院議員

- ヴィトル・リッピ下院議員

【在ブラジル日本国大使館】

- 山田彰大使

- 彦田尚毅公使

- 中野大輔公使

- 柴村衣香政務班長

- 中島良太書記官

【商工会議所】

- 村田俊典 会頭

- 長島公一 日伯法律委員長

- 吉田幸司 課税・通関ワーキンググループ長

- Valter Shimidu 日伯法律副委員長

- 森田透課税・通関ワーキンググループメンバー

- 平田藤義事務局長
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金利は計画

3.5%

、

9

月末現在

6.25%

で余資運用に寄与。

その他

1,4 0,0 1,4 1,4 0,0 1,4 0,0

委託出版物収入

1.196,4 1.264,5 -68,1 1.853,0 2.153,6 -300,7 3.146,1

特別事業

(

昼食

/

部＆委員会）

9,2 20,0 -10,8  9,2 147,4 -138,2  406,9

昼食会見送り中。

9.2

は定款。部

&

委員会年度計画は下期消費

人件費

790,3 788,3 2,0 1.211,9 1.234,0 -22,1 1.638,3

昼食会未再開で人員無補充。ｲﾝﾌﾚ調整

+9

％（計画

4%

、第

4Q

支払）

事務管理費

107,7 93,7 14,0 184,1 183,3 0,8 251,7PC

入れ替え完了。ｲﾝﾌﾚ上昇早く、計画比支出増

家賃・共益費

251,7 299,7 -48,0  382,3 488,7 -106,4  677,7

家賃減額交渉が奏功

その他

37,5 62,8 -25,3  65,5 100,2 -34,7  171,5

通常活動費、金融費用、税金当

182,7 56,9 125,8 241,1 -53,4  294,5 -239,1 

今年度ﾏｲﾅｽ収支計画

（会員減少傾向乍、会費はｲﾝﾌﾚ調整のみ）

1

～

9

月累計

コメント



収入

(A)

支出

(B)

収支

(A-B)

上期

(1

～

6

月）


image2.emf
日時 内容 講師 参加人数

2021/2/8課税通関WG会合

・税務および通関の最新動向について

・今後の活動について

***** オンライン

2021/4/22課税通関WG 個人所得税について EY西口さん　EY諸口さん オンライン 72

2021/5/27課税通関WG 法人所得税の損金算入について（ブラジル税務基礎　1/5）KPMG吉田さん　三上さん オンライン 100

2021/6/9月次定例会

①　『費用分担契約（コスト・シェアリング契約）の税務

問題』

②　『PIS/ COFINS算出ベースからのICMS除外に関する

STF(連邦最高裁判所)判決における税務および会計上の影

響』

Deloitte Touche Tohmatsu

/FELIPE BASTOS FORTES

EY/FABIO LUÍS

FLORENTINO

オンライン 75

2021/6/10課税通関WG ブラジル通関入門 – 輸入取引（ブラジル基礎2/5） 日通森田さん　IDL谷口さん オンライン 140

2021/6/24課税通関WG 間接税の基礎（ブラジル税務基礎　3/5） デロイト　安岡さん オンライン 100

2021/7/7課税通関WG

ICMS税累積クレジットのリリース申請プロセス（ブラジ

ル税務基礎　4/5）

Global Link Consultoria　佐

藤マリオさん

オンライン 100

2021/7/14月次定例会

①　『ESGの基準』

②　『税制改革』



Souto Correa Advogados

/MARIANA, JULIANA

Cescon, Barrieu, Flesch &

Barreto

Advogados/RAFAEL

オンライン 70

2021/7/22課税通関WG 移転価格税制の基礎 EY笹澤さん オンライン 120

2021/8/2課税通関WG会合

・21年度　WG活動報告、今後の活動について

・最近の税務関係の動向

***** オンライン

2021/8/11月次定例会

①『利益配分制度に係る税務取引について』

②『特許の強制実施権とCovid-19について』

Cristiane I. Matsumoto e

Andrea Mascitto/Pinheiro

Neto Advogados

Gustavo de Freitas

Morais/Dannemann

Siemsen

オンライン 45

2021/9/15月次定例会

①　『法案4728/2020連邦税債務の特別決済 プ ロ グ ラ ム

(PERT)への加入について』

②　『LGPDへの適応における企業の課題』

JOÃO MARCOS COLUSSI e

ARMANDO BELLINI

SCARPELLI/Mattos Filho

Advogados

CLARISSA LUZ e JÚLIA

RIBEIRO/Felsberg

Advogados

オンライン 62

2021/10/13月次定例会

①『Investigações de Compliance』

②『Contratos na LGPD: como negociar e adequar

contratos envolvendo tratamento de dados com

fornecedores, clientes e parceiros』

Alexandre Dalmasso

Sócio do Licks Advogados

Paulo Lilla e Carla Segala

Sócio e Advogada do

Lefosse Advogados

オンライン 59

2021/11/10月次定例会

①ICMS nas Transferências - Análise do julgamento da

ADC 49 e seus impactos

②Desdobramentos e implicações práticas do Tema 69 do

STF – ICMS na Base de Cálculo do PIS e COFINS

Maria Isabel Reis Ferreira

Barbosa

Sócia de Impostos da

KPMG

George Willian de Paula

Rodrigues

Gerente-Sênior de

Impostos da KPMG

Sarah Noronha Gonçalves

Maia

Sócia da Consultoria Tribut

ária da PwC

Raquel Michelli Ramos

Pedreira

Gerente da Consultoria

Tributária da PwC



オンライン 62


